
 

行政文書の廃棄に関する意見聴取について（概要） 

 

１ 意見聴取の概要 

 〇 廃棄に関する意見聴取 

    新潟市公文書管理条例第８条第３項及び第７項の規定に基づき、新潟市

情報公開・個人情報保護・公文書管理審議会（以下、「審議会」という）に

保存期間が満了した行政文書の廃棄に関する意見聴取を行う 

〇 意見聴取の対象 

令和６年度末で保存期間満了となった行政文書ファイル等（以下、「ファ

イル」という）のうち、新潟市文書館の長が指定したもの 

〇 根拠規定 

＜新潟市公文書管理条例＞ 

（移管又は廃棄） 

第８条 実施機関は、保存期間が満了した行政文書ファイル等を、第５条第５項の規定に

よる定めに基づき、市長に移管し、又は廃棄しなければならない。 

２ 実施機関は、前項の規定により、保存期間が満了した行政文書ファイル等（実施機関

が別に定めるものを除く。第７項において同じ。）を廃棄しようとするときは、あらかじ

め、市長に協議しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による協議があったときは、規則で定めるところにより、新潟市

情報公開・個人情報保護・公文書管理審議会（以下「審議会」という。）の意見を聴くも

のとする。 

（第４項～第６項 略） 

７ 市長は、保存期間を満了した行政文書ファイル等を廃棄しようとするときは、規則で

定めるところにより、あらかじめ審議会の意見を聴くものとする。 

＜新潟市行政文書管理規則＞ 

（協議不要の行政文書ファイル等） 

第 22 条 条例第８条第２項の別に定めるものは、３年未満の保存期間が設定された行政

文書ファイル等とする。 

（審議会の意見を聴く行政文書ファイル等） 

第 23 条 市長は、条例第８条第３項の規定により審議会の意見を聴くものを文書館の長

に指定させるものとする。 

（廃棄の手続） 

第 25条 

３ 総括文書管理者は、前項の規定により協議を受けた保存期間満了ファイル等のうち、

条例第８条第７項の規定により審議会の意見を聴くものを文書館の長に指定させるもの

とする。 

資料１ 



 

２ 新潟市文書館による行政文書の移管・廃棄の選別について 

〇 資料２「令和７年度 新潟市行政文書選別について」 

 

３ 新潟市文書館への移管ファイル数 

〇 令和５年度移管 ２３４件 

〇 令和６年度移管 ３０６件 

〇 令和７年度移管 ３２０件（予定）※ 

 

※資料４「令和７年度 文書館歴史的文書選別結果リスト（RS 移管）」及び 

資料５「令和７年度 文書館歴史的文書選別結果リスト（廃棄→移管）」参照 

※令和７年度移管件数は、現時点での新潟市文書館による選別の結果です。 

本審議会の結果を踏まえて追加となる可能性があります。 

 

４ 本審議会にて廃棄に関する意見聴取を行うファイル 

 〇 対象ファイル数 １９７件 

○  対象リスト   資料５「令和７年度 文書館歴史的文書選別結果リスト 

（廃棄→移管）」 

 


